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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第３四半期連結
累計期間

第68期
第３四半期連結
累計期間

第67期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （百万円） 73,561 70,703 101,816

経常利益 （百万円） 498 379 955

四半期（当期）純利益 （百万円） 9 228 330

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 230 414 408

純資産額 （百万円） 29,558 29,766 29,584

総資産額 （百万円） 41,733 40,854 41,671

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 0.57 13.43 19.21

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 70.0 72.0 70.2

 

回次
第67期

第３四半期連結
会計期間

第68期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成25年
　10月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.02 11.64

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、役務収益を含めて表示しております。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当社グループ（当社、連結対象子会社９社、持分法適用関連会社２社により構成）においては、産業エネルギー・

建設資材・生活サポートに関係する事業を行っております。

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。なお、主

要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであります。

＜産業エネルギー＞

主要な関係会社の異動はありません。

＜建設資材＞

主要な関係会社の異動はありません。

＜生活サポート＞

当社の連結子会社であった株式会社ウェルビー湖南は、平成26年10月１日付で当社の連結子会社である株式会社

ウェルビー滋賀との吸収合併を行ったため、連結の範囲から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

①経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く環境は、エネルギー業界においては、より一層の円

安傾向は続いたものの、原油価格は劇的な下落状況になるとともに、12月においては平均気温が前年を下回ると

いった季節要因により需要は回復基調となりました。

建設業界では公共投資は底堅く推移し民間投資も増加基調といった状況であるものの、建設需要拡大による原材

料費の高騰や労働者不足等が影響し、工事の進捗や着工の遅れが生じる厳しい環境でありました。

その結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間における売上高に役務収益を加えた営業収益は、原油価格

の下落によるエネルギー価格低下により707億３百万円（前年同期比3.9％減）となり、営業利益は産業エネルギー

と建設資材は増益となったものの、生活サポートのサービスステーションにおける燃料油の販売数量減少と流通

マージンの減少、加えてレンタカー事業開始に伴う販売費及び一般管理費の増加が影響し、62百万円（前年同期比

71.0％減）となり、経常利益は３億７千９百万円（前年同期比23.9％減）となりました。四半期純利益は、前第３

四半期連結累計期間では京滋石油厚生年金基金の解散に伴う費用４億４千１百万円の特別損失計上があったもの

の、当第３四半期連結累計期間は、役員退職慰労引当金戻入額１億５千１百万円を特別利益に計上したことなどに

より、２億２千８百万円（前年同期比2,225.0％増）と大幅に増加しました。
 

なお、セグメント別での業績は次のとおりです。
 

産業エネルギーは、ＯＰＥＣの減産見送り報道を契機に、６月末では１バレル110ドルまで高騰していたドバイ

スポット価格が大幅な下落を続け、12月末には55ドルの水準まで下落する市場環境となりました。そうした中、広

域営業の積極展開による販売間口の拡大と販売チャネル毎の特性に応じた提案営業に注力いたしましたが、消費増

税の反動減や夏場の天候不順が影響して販売数量が減少し、加えて原油価格が大幅に下落したことから、営業収益

（役務収益を含む）は333億５千８百万円（前年同期比3.7％減）にとどまりました。セグメント利益は、第２四半

期連結累計期間においては元売の仕切体系の変更や市況低迷の影響を受けて利幅の厳しい状況でありましたが、当

第３四半期連結会計期間の価格下落局面において利幅がやや持ち直したことから、３億４千６百万円（前年同期比

19.5％増）となりました。

建設資材は、販売間口の拡大や提案営業を積極的に推進しましたが、入札不調や消費増税の反動減や大型物件が

一巡したことが影響し、営業収益（役務収益を含む）は264億８千３百万円（前年同期比4.5％減）にとどまりまし

た。一方、前連結会計期間と比較して不良債権の発生が減少したこともあり、セグメント利益は４億４千３百万円

（前年同期比3.4％増）となりました。

生活サポートは、サービスステーションでは、ガソリンの需要減退が続く中、車の販売や車検、軽鈑金修理など

の油外収益獲得に注力し、４月よりレンタカー事業に本格参入し取扱い商材を一層充実させ、７月には販売網増強

を目的として大津中央サービスステーションをリニューアルオープンしました。家庭用小売ガスでは、消費増税に

伴う反動から受注は低調に推移しましたが、地域密着営業によるリフォーム需要の獲得に注力し、営業基盤の強化

を図りました。宅配水事業は、商業施設でのイベント開催を主体に新規顧客の掘り起こしを行いました。しかしな

がら、営業収益（役務収益を含む）は燃料油の販売数量減少と販売単価の下落が影響して107億９千１百万円（前

年同期比3.0％減）となり、加えて流通マージンの減少やレンタカー事業の費用負担などから、セグメント損失は

１億８千８百万円（前年同期はセグメント損失８百万円）となりました。
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②財政状態の分析

（資　産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、408億５千４百万円となり、前連結会計年度末と比較して８億

１千７百万円の減少となりました。主な要因は、「有形固定資産」が２億７千２百万円、「差入保証金」が１億７

千８百万円増加した一方で、「現金及び預金」が10億７千３百万円減少したことによるものであります。

（負　債）

当第３四半期連結会計期間末における負債は、110億８千８百万円となり、前連結会計年度末と比較して９億９

千８百万円の減少となりました。主な要因は、「リース債務（流動負債その他）」が１億１千９百万円、「リース

債務（固定負債その他）」が１億９百万円増加した一方で、「支払手形及び買掛金」が１億５千５百万円、「未払

金（その他）」が４億３千８百万円、「役員退職慰労引当金」が２億８千万円それぞれ減少したことによるもので

あります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、297億６千６百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億

８千１百万円の増加となりました。主な要因は、自己株式の取得により「自己株式」が５千万円増加しましたが、

剰余金の配当１億４千６百万円、四半期純利益２億２千８百万円及び退職給付会計基準等の適用による累積的影響

額３千３百万円により「利益剰余金」が４千７百万円、「その他有価証券評価差額金」が１億５千７百万円、「退

職給付に係る調整累計額」が１千８百万円、「少数株主持分」が８百万円それぞれ増加したことによるものであり

ます。

この結果、自己資本比率は72.0％、１株当たり純資産は1,740円19銭となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 95,802,000

計 95,802,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,053,942 24,053,942
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 24,053,942 24,053,942 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 24,053,942 － 5,549 － 5,456

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

 普通株式　　6,800,000
－ 単元株式数 1,000株

（相互保有株式）

 普通株式　　　700,000
－ 同　上

完全議決権株式（その他）  普通株式　 16,483,000 16,483 同　上

単元未満株式  普通株式　　　 70,942 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 24,053,942 － －

総株主の議決権 － 16,483 －

（注）１．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式896株が含まれております。

２．当第３四半期会計期間において自己株式の取得を実施したため、平成26年12月31日現在の自己株式数は

7,617,000株（相互保有株式含む）で、発行済株式総数に対する割合は31.67％であります。

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）      

上原成商事株式会社
京都市中京区御池通烏丸

東入仲保利町191番地
6,800,000 － 6,800,000 28.27

（相互保有株式）      

豊国石油株式会社
大阪府高石市高砂２丁目

６
700,000 － 700,000 2.91

計 － 7,500,000 － 7,500,000 31.18

 
（注）平成26年11月17日開催の取締役会の決議（会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条

の規定に基づく自己株式の取得）に基づき、当第３四半期会計期間に以下のとおり自己株式の取得を行いまし

た。

①取得した株式の種類　　　　　当社普通株式

②自己株式の総数　　　　　　　117,000株

③取得価額の総額　　　　　　　49百万円

④発行済株式総数に対する割合　0.49％

上記の自己株式取得の結果、平成26年12月31日現在の自己株式の保有状況は以下のとおりです。

①自己株式の総数（相互保有株式含む）　7,617,000株

②発行済株式総数に対する割合　　　　　31.67％

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

上原成商事株式会社(E02669)

四半期報告書

 7/18



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,961 7,887

受取手形及び売掛金 16,393 ※３ 16,547

工事未収金 926 862

有価証券 600 500

商品及び製品 575 474

未成工事支出金 27 30

その他 398 390

貸倒引当金 △373 △384

流動資産合計 27,509 26,309

固定資産   

有形固定資産 4,713 4,985

無形固定資産   

のれん 206 175

その他 121 105

無形固定資産合計 327 281

投資その他の資産   

投資有価証券 3,580 3,637

差入保証金 4,614 4,792

その他 1,103 1,029

貸倒引当金 △176 △181

投資その他の資産合計 9,121 9,277

固定資産合計 14,162 14,545

資産合計 41,671 40,854
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,689 ※３ 5,533

工事未払金 546 517

短期借入金 301 232

未払法人税等 235 124

賞与引当金 193 96

役員賞与引当金 44 29

その他 2,944 2,667

流動負債合計 9,954 9,201

固定負債   

退職給付に係る負債 542 505

役員退職慰労引当金 637 357

厚生年金基金解散損失引当金 441 441

その他 512 583

固定負債合計 2,133 1,887

負債合計 12,087 11,088

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,549 5,549

資本剰余金 5,458 5,458

利益剰余金 19,925 19,972

自己株式 △2,243 △2,294

株主資本合計 28,689 28,686

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 688 845

繰延ヘッジ損益 － 0

退職給付に係る調整累計額 △130 △111

その他の包括利益累計額合計 557 734

少数株主持分 336 345

純資産合計 29,584 29,766

負債純資産合計 41,671 40,854
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 72,861 69,780

売上原価 68,729 65,749

売上総利益 4,131 4,030

役務収益 699 923

営業総利益 4,831 4,954

販売費及び一般管理費 4,617 4,891

営業利益 214 62

営業外収益   

受取利息 44 48

受取配当金 26 33

仕入割引 58 58

報奨金 117 117

持分法による投資利益 23 30

その他 58 68

営業外収益合計 330 357

営業外費用   

支払利息 9 9

売上割引 28 22

その他 8 8

営業外費用合計 46 39

経常利益 498 379

特別利益   

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 － 0

のれん譲渡益 1 －

役員退職慰労引当金戻入額 － ※１ 151

その他 － 11

特別利益合計 1 163

特別損失   

固定資産処分損 0 5

リース解約損 0 2

厚生年金基金解散損失引当金繰入額 441 －

特別損失合計 442 7

税金等調整前四半期純利益 57 535

法人税等 42 298

少数株主損益調整前四半期純利益 15 236

少数株主利益 5 8

四半期純利益 9 228

少数株主利益 5 8

少数株主損益調整前四半期純利益 15 236

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 215 159

繰延ヘッジ損益 － 0

退職給付に係る調整額 － 18

その他の包括利益合計 215 177

四半期包括利益 230 414

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 223 404

少数株主に係る四半期包括利益 7 10
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を退職給付

の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が52百万円増加し、利益剰余金が33百万円減少

しております。また、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

当第３四半期連結会計期間より、当社の連結子会社であった株式会社ウェルビー湖南は、平成26年10月１日付で当

社の連結子会社である株式会社ウェルビー滋賀との吸収合併を行ったため、連結の範囲から除外しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１．偶発債務

連結会社以外の会社の銀行借入金及び商手割引に対し、債務保証等を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

京滋運輸㈱ 39百万円 京滋運輸㈱ －

計 39 計 －

 

セメント・生コンクリート協同組合等からの仕入債務等に対し、保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

京都中央生コン販売㈿ 100百万円（注） 京都中央生コン販売㈿ 100 百万円（注）

滋賀南西部生コン販売㈿ 60 （注） 滋賀南西部生コン販売㈿ 60 （注）

京都セメント・生コン卸㈿ 16 （注） 京都セメント・生コン卸㈿ 16 （注）

滋賀県セメント販売㈿ 3 （注） 滋賀県セメント販売㈿ 3 （注）

その他（８社） 0  その他（６社） 0  
 
（注）京都中央生コン販売㈿、滋賀南西部生コン販売㈿については組合員１社当たりの極度額、京都セメント・生コン卸

㈿、滋賀県セメント販売㈿については組合員のシェア割合分の極度額を記載しております。
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２．受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形割引高 －百万円 20百万円

 

※３．四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －百万円 645百万円

支払手形 － 415

受取手形割引高 － 0

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１．役員退職慰労引当金戻入額

当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

平成26年６月をもって退任した取締役１名の役員退職慰労金一部返上の申し出による引当金の取り崩しで

あります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 266百万円 421百万円

のれんの償却額 48 50

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 74 4.25 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

平成25年11月13日

取締役会
普通株式 74 4.25 平成25年９月30日 平成25年12月３日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 73 4.25 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年11月13日

取締役会
普通株式 73 4.25 平成26年９月30日 平成26年12月２日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

 
産業

エネルギー
建設資材

生活

サポート
計

売上高       

外部顧客への売上高 34,631 27,739 11,125 73,496 65 73,561

セグメント間の内部

売上高又は振替高
420 4 10 435 － 435

計 35,051 27,744 11,136 73,932 65 73,997

セグメント利益又は

損失（△）
290 429 △8 710 65 775

 
（注）１．「その他」の区分は、主に本社ビル・駐車場の地代と外食店舗の賃貸料等であります。

２．売上高には役務収益を含めております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 710

「その他」の区分の利益 65

セグメント間取引消去 0

全社費用（注） △561

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 214

 
（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

 
産業

エネルギー
建設資材

生活

サポート
計

売上高       

外部顧客への売上高 33,358 26,483 10,791 70,634 69 70,703

セグメント間の内部

売上高又は振替高
399 7 10 417 － 417

計 33,758 26,491 10,802 71,052 69 71,121

セグメント利益又は

損失（△）
346 443 △188 601 69 671

 
（注）１．「その他」の区分は、主に本社ビル・駐車場の地代と外食店舗の賃貸料等であります。

２．売上高には役務収益を含めております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 601

「その他」の区分の利益 69

セグメント間取引消去 1

全社費用（注） △610

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 62

 
（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成26年12月31日）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成26年12月31日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成26年12月31日）

デリバティブ取引の契約額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められないため注

記を省略しております。

 

（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自平成26年10月１日　至平成26年12月31日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 0円57銭 13円43銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 9 228

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 9 228

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,240 16,998

 
（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成26年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………73百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………４円25銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年12月２日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月12日

上原成商事株式会社

取締役会　御中

 

京都監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　眞吾　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松田　元裕　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている上原成商事株式

会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、上原成商事株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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